
2C9 APEC 地域における 研究者交流の 実態 

0 三上喜 貴 ( 長岡技術科学大計画・ 経営 ), 藤夫健姉 ( 通産省・工業技術院 ) 

0  はじめに 

筆者等は APEC 産業科学技術ワーキンバ・バループの 活動の - 環 として、 APEC 

地域における 研究者交流の 実態及びその 阻害要因についての 調査に過去 2 年余り 

にわたって取り 組んできた。 本報告ではその 経緯、 経過と調査結果の 一部を報告 

する。 調査は APEC 地域における 研究者交流実態調査。 第一段階 八 交流阻害要 

因調査 ( 第二段階 ) に分かれるが、 ここで報告するのは 第 - 段階のみであ る。 後 

半は ついては別途報告することとしたい。 

] APEC における研究告文 汝 促進への 取租 み 

い ) 第一回井手技 苗 大臣会合，北東 
アジア太平洋地域の 18  経済地域，からなる APEC  (Asia  Pac 田 c  I;cono ㎡。 

Cooperatio めが研究者交流促進への 取組みを開始したのは、 1995  年 10  月に北京 

で 開催された第一回 APEC 科学技術大臣会合においてであ る。 この北京会合では 

次の四つの課題を APEC における産業科学技術面での 協力課題として 位置づける 

と が合意された。 即 ち、 
口 科学・技術情報の 流通促進 

口 研究者の交流促進と 人材育成 

口 規制枠組に関する 透明性の向上 

口 共同研究プロジェクトの 活発化 

の 四課題であ る，。 

大臣会合の主催者として 熱心にその誘致を 働き掛け、 また会合議長を 務めたの 

は 中国国家科学技術委員会主任の 宋 健 (Song Jian) 氏であ る。 彼は国務院メン 

バ一であ り、 また中国の研究者社会に「 下海 」運動を持ち 込んだ人物としても 知 

られる。 そして研究者交流促進との 関連で注目すべきは、 1987 年以降の科学者・ 
技術者の人出国規制緩和に 捺して、 「科学者の出国に 対して極めて 菩 成約だった 

国家教育委員会との 厳しい議論の 末にこの措置を 勝ち取った人物Ⅰ と白 きれてい 

ることであ る，， 

一般に出入国に 関する様々な 規制は最も政治的な 意思決定を必要とする 事項の 
一つであ り、 アジア地域においてこのことは 特に良くあ てはまる。 移民のような 

永久的な移動のみならず、 短期的な滞在を 意図した研究者の 渡航、 留学などにお 

いても、 多くの場合政治的な 理由から厳しく 制限きれてきたのがアジアの 実状で 

あ った。 

こうした中で 北京宣言に研究者交流の 促進について 明確なる意思が 盛り込まれ 
たことは、 科学者、 技術者の移動、 交流が産業科学・ 技術の発展にとって 極めて 

一 351 一 



重要な要件であ ることを首脳レベルで 確 % 、 されたものとして 重要な意義があ っだ。 

なお、 この年の翌 11 月には大阪で 第三回 APEC 非公式首脳会合が 開催され，、 l 人 

阪 アクション・アジェンダ」 (OAA: Osaka Action Agenda) と 呼ばれる行動計画 

が決定された ，北京会合の 四課題は、 「持続的開発への 貢献」、 @ 政策対話と政策 
レビュ一の強化」 という二項目が 追加されて行動計画に 盛り込まれた。 

(2) 第ニ 四科 宇技 細大臣会合，ソウル 
これを受けて 翌 1996 年 11 月にソウルで 開催された第二回科学技術大臣会合で 

はその一層の 具体化が行われた。 即ち "Ac Ⅲ ev ㎞ G the Visi0m 0f Creativity and 

Mob Ⅲ ty byt ね eYeaf20f0" との スローガンの 下で、 「西暦 2010  までに 研究者 

重遁乙里 重す重里 旦 ・非制度的障   を低減させ   交流促進 皿 上 亜四 新しい強力 
至上生三ヱ上土 i 構 ，糞す 丘 」との行動目標が 決定されたのであ る。 

「制度的・非制度的障害 J の具体的な内容としては、 就労制限等の 入出国管理 
制度、 学位・資格認定基準の 相違、 外国人の就労・ 生活に対する 制度整備・社会 
基盤等様々な 要因が考えられるが、 この内どのような 要因まで考慮するのか、 ま 

た 「低減」 とはどの程度まで 障害が克服された 状態を意味するのか 等、 宣言の文 

言には 暖昧 さも残されては。 るものの、 こうして行動目標期限が 明示的に設定さ 
れたことは加盟地域における 政策の具体化にとって 大きな弾みを 与える二とが 期 

待される。 
筆者らがこの 目的具体化のための 第一段階として、 APEC 地域における 研究者 

交流の実態調査を 提案したのは、 このソウル宣言を 踏まえてのことであ った。 

技 ] APEC における研究者 文淀捉 まへの 取租み 軽油 
1995   1997 

首脳会合     
  宣言等 

科学技術 
" ウル l 

    メキシコシテイー 

大臣会合   

            一一一 

                ・がムム 耳 。 '   一   
研究者交流講 l 

査フ ，ロゾ ，クト       

  
2 Ⅰ 五 プロジェクトの 文無 軽丑 

筆者等はソウル 会合の約一年後の 1997 年 10 月にシンガポールで 開催された産 

業 科学技術ワーキンバ・バループ ( 以下 IST.WG と略 す ) 会合において、 

口 研究者の域内交流状況に 関する調査 ( 加盟地域当局への 調査 ) 
口 研究者の交流阻害要因に 関する調査 ( 個々の研究者への 調査 ) 
という二項目からなる 調査計画を提案した " 討議の結果、 計画は二段階に 分けて 

実施されることになり、 会合後、 筆者等はまず 第 - 段階の調査に 着手した， 
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第一段階調査の 主たる 狙 。 は APEC 地域内における 研究者交流の 実態を数量的 

に把握することであ った。 当初、 基礎となる統計が 各地域でどの 程度整備されて 
いるのかについてすら 全く情報がなかったが、 最終的には パ ; ァ，ア ・ニューギニア、 

プルネイを除く 全ての当局から 何らかの回答が 寄せられ ( 情報が全くないという 

回答も含む ) 、 暫定的ながらも「研究者フロー・ マ トリックス」を 作成した。 こ 

の 結果は 1998 年 3 月に台北で開催された IST.WG 会合で報告・ 了承され・ た 。 

第二段階調査の 狙いは研究者が 海外での研究生活を 送るにあ たって、 どのよ う 

な 阻害要因、 あ るいは誘因が 渡航先の決定等に 捺しての重要な 判断要素となって 
いるのかを調査することにあ った。 調査は個々の 研究者に対するアンケート 調査 

の方法によるものであ るため、 筆者等が中心となって 調査表の内容について 設 

計・検討を行うとともに、 並行して加盟地域当局には 調査対象者 ( 或いはその 窓 

口 ) の リストアップ 作業を依頼し、 最終的な調査計画についての 了解を 1998 年 

3 月の台北会合で 無だ後、 実際の調査が 開始された。 調査表の大部分は 電子 メ一 

， ルを用いて配布され、 一部 は ついては面接調査、 FAX . 郵送に よ る調査も併用さ 

れた。 1998 年 7 月末までに延べ 2115 人の研究者から 回答が寄   迂ら ; れた。 この 調 

査 結果は当初 1998 年 9 月にチリのサンチャゴで 開催を予定されていた IST.WG 

会合で発表・ 検討される予定であ ったが、 チリ会合は主催者の 都合により直双に 
キャンセルされたため、 急涯 ・インターネット 上での， バ、 一 チャル会合により 代行す 

ることになった・ バーチャル会合は 8 月 17 日 一 9 月 22 日の間に実施され、 この 

第二段階調査報告も 了承された。 
なお、 本 プロジェクトに 関する全報告書類はインターネット 上で閲覧 し 、 また 

ダ クンロードすることが 可能であ る。 ご関心のあ る方は ホ プロジェクトのウェ ブ 

サイトを参照されたい。 。 また本報告では、 ワーキング，グルトプでの 発表以降 

にもたらされたデータや 発見された誤りを 修正しているので 当初の報告書の 内容 

とは一致しない 部分もあ ることに注意され・たい。 

3 Ⅰ丈吉フロー・ マ トリックス 

調査対象 18 地域のうち、 研究者の人出国フローを 正確に把握し ぅる 国内統計 
を 完備している 地域はない。 勿論全ての地域に 入出国管理は 存在するが、 公表さ 

れる統計の有無、 公表形式の精粗 ( 例えば渡航先や 滞在期間の区分 八 或いは「 研 
免者 j に相当する独立した 資格区分の有無等の 間 題 があ り、 その利用には 様々な 

限界があ る 

例えば日本については 入国管理統計に 現れる在留資格区分として、 「研究者Ⅰ 

「教授ⅠⅠ技術」「留学」「研修」等があ るが、 筆者等の調査目的からすれば「研 
究者 」だけでは狭すぎ、 かといって「技術」 ( 調理人等も含まれる ) や「研修」 

まで含めては 広すぎるという 問題があ る。 他の地域についても 同様であ り、 一般 
的には「就労」 区分の中に「研究者」が 埋没しているケースが 多い ， 加えて滞在 

期間についても、 会議出席や展示会への 参加といった 短期の滞在と 就労のような 

長期の滞在とは 区別をして 扱、 う 必要があ るが、 ビザの期間は 発行国によって 様々 
な 期間区分にわたるため、 「長期」「短期」滞在をどこで 区切るか、 という問題も 
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廿億 ， 1996 年 ( 米ロのみⅠ 労 3 年 ) 、 1 年租の湊 在 ) 

APEC-A 蛆 a め Cmada ぬ Whlun 山村 S 

Chi ㏄ 鱒 T ぁ囲 203 

  

    42 研究者 交淀 状況 (, 推計 佗 ・ 1996 年 ( 米ロのみ 1 め W 年 ) 、 1 年報の溝 在 ) 
  。 甘       

O 耳 n ㏄も下田耳石 7, が 携 

も 793  ROW め ， 鰍 c0 268 
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から確実なことは 何も言えない 状況であ るが、 中国及び日本の 人出国データを 手 

掛かりに大胆に 推計すれば 約 1,000 人程度の規模ではないかと 推計される。 

5 億わりに 

APEC 産業科学技術ワーキンバ・バルーブ 下の活動としては、 筆者等のプロジ 

ェクト は第二段階調査の 発表・了承を 持って終結した。 本報告で紹介することの 
出来なかった 第二段階調査結果についても 近日中にしかるべき 形で発表し、 関係 

者からのご批判を 乞 う こととしたい・     

しかし、 この問題の重要性に 錨 みれば、 研究者交流の 実態について 引き続き 何 
らかの調査を 継続する必要があ るものと考える。 特に日本の研究者受入れ・ 派遣 
の 実態に関しては、 現在の入出国管理統計や 科学技術研究調査報告は 充分な情報 
を提供しておらず、 これを何らかの 形で捕捉していくための 努力が必要と 思われ 

る 。 こうした観点から、 当 学会もしくは 政府機関等において   この問題について 

の継続的な活動が 組織されることを 期待したい。 

，アルファベット 順に列挙すると、 オーストラリア、 プルネイ、 カナダ、 チリ 、 

中国、 台湾 (Ch 泊 eseTaipei) 、 香港 (HongKong,Chjna) 、 インドネシア、 日本、 
韓国、 マレーシア、 メキシコ、 ニュージーランド、 パプア・ニューギニア、 フィ 

リピン、 シンガポール、 タイ及び米国のⅠ 8 経済地域， 

，北京会合のコミュニケ 全文は APEC 科学技術ウェ ブ ( Ⅰ Ww.apoost.org Ⅰで閲覧 

できる。 大阪アタション・アジェシ ダ、 ゾウル宣言も 同様であ る， また APEC 全 

体の活動についてほⅠⅠⅠⅠ pec ㏄ c.o ㎎を参照されたい。 

3Science  Vol.202, Oct, l5. 1993 
。 研究者交流調査プロジェクト・ウェ ブ サイト : 比 Ⅰ W.v Ⅱ Wve.com/rex/ 
5NSF,ImmigraM  Scie れ fis ぬ，互れ g 血 ee は，併 ㎡ ル c 庇 icI ひれ s  79 タ 3,NSF  g6-322 。 この統 

計は米国人国移民局 (INS: lmmigration  and  Neutralization  Serv,ice)  のデータファ 
イル に基づく百集計の 結果二次的に 得られたものであ る。 

6  この記述も NSF,ImmigrantScie 加わ尽，ぢ "g Ⅲ e, は， Ⅳ 田 Tgch れ ， c 由 " 凡 7 タタ 3  に基づく。 

ここで用いる「科学者・ 技術者」 (scientists,engineers,and  technicians)  は い わか 
る「研究本務者」とは 異なる。 通常用いられる NSF  統計 (NationalPatte,ns0fR&D 
ResourCes)  における研究本務者数 (Scientistsand  Engineers)  ば t993  年において 
96.3 万人であ るが、 ここで捉えられている 科学者・技術者はその 5 倍に達する 
人数であ り、 研究を本務としないものも 含まれている。 
，法務省人出国管理局、 第 36 回人出国管理統計年表 ( 平成 9 年度版 ) に よ る。 
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